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1． 失業率は前月と変わらず 

総務省が 1月 29日に公表した労働力調査によると、20年 12月の完全失業率は前月から横ばいの

2.9％（QUICK集計・事前予想：3.0％、当社予想も

3.0％）となった。労働力人口が前月から▲1 万人

減少する中、就業者数が▲6万人の減少となったた

め、失業者数は前月から 6 万人増の 204 万人（い

ずれも季節調整値）となった。 

11 月は労働力人口が増加する中で就業者数の大

幅増加により失業者数が減少するという内容的に

も良い失業率の低下といえた。一方、12 月は労働

力人口が減少する中で就業者数の減少により失業

者数が増加した。失業率は前月と変わらなかった

が、内容的には若干厳しくなったと評価できる。 

 

就業者数は前年差▲71 万人の減少（11 月は同▲55 万人）となった。産業別には、新型コロナウ

イルス感染症の影響を強く受けている宿泊・飲食サービスが前年差▲29万人減（11月:同▲29万人

減）と引き続き大幅な減少となったほか、製造業は生産活動の持ち直しが続いている中で、前年差

▲11万人減（11月：同▲19万人減）と 2ヵ月連続で減少した。一方、医療・福祉は前年差 32万人

増と 5ヵ月連続で増加し、11月の同 26万人増から増加幅が拡大した。 
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雇用者数（役員を除く）は前年に比べ▲72 万人減と 9 ヵ月連続で減少し、11 月の同▲41万人か

ら減少幅が拡大した。雇用形態別にみると、非正規の職員・従業員数は前年差▲86 万人減と 10 ヵ

月連続で減少し、11月の同▲62万人減から減少幅が拡大したが、7月の同▲131万人減に比べると

減少ペースが緩やかとなっている。一方、正規の職員・従業員数が前年差 16万人増（11月：21万

人増）と増加を維持しているが、均してみれば増加ペースが鈍化している。非正規が中心となって

いた雇用調整が今後正規に広がる可能性がある。 

 

２．休業から失業への移行は限定的 

緊急事態宣言が発令された 20 年 4 月に 597 万人（前年差 420 万人増）と過去最多となった休業

者数は 5 月以降に大きく減少し、9 月から 11 月まで 200 万人割れの水準となったが、12 月は 202

万人へと増加した。ただし、12月は例年休業者数が多い月であり、前年差では 16万人増と 11月の

15 万人増からほぼ変わっていない。前月の休

業者が当月にどの就業状態に移行したかを確

認すると、休業者にとどまる者の割合が

56.7％、従業者への移行が 32.3％、失業者へ

の移行が 2.6％、非労働力人口への移行が

8.4％（いずれも 2020年 5～12月の平均）とな

っている。休業状態から失業する人の割合は低

く、現時点では、雇用調整助成金の拡充が失業

者の増加に歯止めをかける役割を果たしてい

ると評価できる。 

ただし、経済活動の水準が元に戻らない中で無理に雇用を維持し続けることは、新規雇用、特に

新卒採用の抑制につながる恐れがある。実際、日銀短観 20年 12月調査では、11年度から増加が続

いていた新卒採用計画が 20 年度に前年比▲

2.6％と 10年ぶりの減少となった後、21年度

は同▲6.1％と減少幅が拡大した。 

景気はすでに底打ちしているものの、もと

もと失業率は景気の遅行指標であるうえ、雇

用調整助成金の拡充を背景とした企業内の

雇用保蔵が将来の雇用創出を妨げ、雇用情勢

の改善を遅らせる可能性がある。先行きの失

業率は再び上昇すると予想しているが、最悪

期を脱した後も、改善ペースは緩やかなもの

にとどまる可能性が高いだろう。 
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３．有効求人倍率は前月と変わらず 

厚生労働省が 1月 29日に公表した一般職業紹介状況によると、20年 12月の有効求人倍率は前月

から横ばいの 1.06 倍(QUICK 集計・事前予

想：1.06倍、当社予想も 1.06倍)となった。

有効求人数（前月比▲0.1％）、有効求職者数

（同▲0.7％）ともに前月からほぼ横ばいだ

った。 

有効求人倍率の先行指標である新規求人

倍率は前月から 0.05ポイント上昇の 2.07倍

となった。新規求人数は前月比▲0.5％と 2

ヵ月ぶりに減少したが、新規求職申込件数が

同▲3.0％とそれを上回る減少となったこと

が求人倍率の押し上げ要因となった。 

 

経済活動の持ち直しを受けて雇用情勢の悪化には歯止めがかかりつつある。ただし、経済活動の

水準は引き続きコロナ前を大きく下回っており、先行きについては新型コロナウイルス陽性者数の

増加を受けた緊急事態宣言再発令の影響で景気が再び落ち込むことは不可避と考えられる。雇用情

勢はサービス業を中心に再び悪化する可能性が高いだろう。 

 

 

 

 

 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報

提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 
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